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　８月中旬の日銀による金融量的緩和

促進策にもかかわらず、株価は次々と

年初来安値を更新してきたが、９月12

日には、ついに日経平均株価が１万円

の大台を割りこんだ。17年ぶりの安値

であり、ピーク時のほぼ４分の１まで

下落したことになる。�

　引金となったのは、日本時間の前日

夜に起こったアメリカでの同時テロだ

った。ハイジャックした航空機でニュ

ーヨーク最高の高層ビル２棟を破壊、

ペンタゴンにも1機が突入するという

前代未聞のテロ事件で、ニューヨーク

の株式市場は閉鎖、世界の金融中枢は

機能を一時停止する事態となった。�

　しかし、株価のとめどない下落は、

世界同時不況下に再燃した日本経済の

システム不安に根ざしている。世界は

日本の銀行不良債権処理に強い不安と

不信を抱いている。米英の理解を求め

て現地に飛んだ柳沢金融担当相は、Ｉ

ＭＦ（国際通貨基金）が要求した対日

調査を受け入れる意思を表明した。�

　小泉政権は９月、政策の最優先課題

として、証券市場の活性化に全力をあ

げる方針を決めた。「株価に一喜一憂

しない」小泉首相も、株価対策に乗り

出す姿勢に変わった。�
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　内閣府が９月７日発表した４－６月

期のＧＤＰ（国内総生産）は、実質で

前期比0.8％、年率3.2％のマイナス成

長になった。今年１－３月期のＧＤＰ

実質値は、当初のマイナスからプラス

に修正されているので、マイナス成長

は３四半期ぶりである。�

　名目値ではマイナス2.7％、年率で

みると10.3％マイナスと、２ケタの減

少を記録した。名目ＧＤＰの水準は90

年代中でついに逆戻りし、デフレの急

速な進行を示している。�

　今回の不況の大きな特徴は、これま

で日本経済の牽引車となってきた電機

業界が、大幅な投資、生産の削減に転

じたことだ。軒並みリストラ計画を打

ち出した大手電機業界の人員整理規模

は10万人に達する。アメリカ経済が減

税と７度にわたる金融緩和にもかかわ

らず、ＩＴ不況から立ち直る時期はな

おはっきりしない。日本の業界はその

圧力を受け止めかねた形だが、輸出依

存体質からの脱却は、日本企業にとっ

てほど遠い道のりであることを、改め

て示したともいえる。�

　竹中経済財政担当相は、「今年度の

成長率をゼロ以上にしたい」と述べて

いるが、困難な目標になりそうだ。�
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　小泉内閣は今、財政再建への足がか

りとなるはずの来年度予算作成への準

備と、緊急を告げる景気悪化に対応す

るための補正予算案の具体化に忙殺さ

れている。�

　発足当初は補正予算に否定的だった

小泉首相も、９月になってその策定を

指示した。ただそのための国債発行額

については、年度内30兆円のワクを守

る姿勢を明示している。ほかの財源と

合わせても、このワク内ではせいぜい

３兆円までの予算しか組めない。�

　予算規模30兆円を主張する亀井前自

民党政調会長のおおげさな話はともか

く、閣内にもせめて５兆円は必要との

声も聞かれる。公共事業中心からの脱

却と合わせて、小泉首相の政治力が問

われるところだ。�

　来年度予算に必要な５兆円の支出削

減も、実現には強力な指導力が必要だ

ろう。首相はこのうち１兆円を特殊法

人への出資・補助金削減でまかなうつ

もりだが、特殊法人が呈出した要求額

は、5,800億円の減少にとどまっている。

廃止か民営化かの選択問題と合わせて、

“抵抗勢力”との格闘がいよいよ本格

化する。�
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　ＩＴ不況は直接にＩＴに関連する業

界だけでなく、間接につながる業界に

も打撃を与えている。製造業の好転に

支えられてきた企業業績は、来年３月

期には大きく落ちこみそうだ。�

　日本経済新聞の調べによると、上場

製造業の連結経常利益は、今年３月期

の48.3％増から、21.2％の２ケタ減益

へと暗転するという。�

　一方、非製造業は24.2％の増益から

0.2％の増益と、かろうじて前期を上

回る水準に踏みとどまる見通しである。

両者を合わせた全産業ベース（金融・

証券を除く）では38.3％の増益から

13.7％の減益へと、製造業不振の影響

を強く反映している。�

　減益をリードするのは、やはり電機

産業で、減益率は７割に近い。ＩＴ景

気にわいた2000年３月期は82％もの大

幅増益であった。もっとも、その中で

自動車産業は２割を超える増益と健闘

している。�

　問題は、この見通しに下半期の経営

環境が、どんな形で織りこまれている

かである。景気下降期には、企業の業

績見通しは期末に近づくほど下方修正

されるのが通例だ。�
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　納税協会では、平成１３年度の法人
税法関係法令の改正の内容について、
説明会を開催いたします。�
　今回は�
①　企業組織再編成にかかる税制の
改正�
②　認定ＮＰＯ法人に対する寄附金
の損金算入の特例制度の創設�
③　中小企業者等が機械等を取得し
た場合の特別償却や税額控除制度
に関する改正�
など、重要な改正が行われています
ので、万障お繰り合わせのうえ、ご
出席くださいますようご案内いたし
ます。�
　なお、当日は会場受付にて、税制
改正事項を織り込んだ右記の参考図
書も準備しておりますので、ご希望
の方はお求めください。�

【納税協会では図書の会員割引販売
を実施しています】�
�
★平成１３年版�

法人税の決算調整と申告の手引�

★平成１３年版�

減価償却資産の耐用年数表�

★平成１３年版�

法人税の申告入門�

★平成１３年３月改訂�

減価償却実務問答集�

★平成１３年１０月改訂�

法人の経理処理と消費税申告書
の書き方�

�
※説明会の日時・会場は、納税協会か

らご案内いたします。�

※説明会の資料は、当日会場受付でお

渡しします。�


